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○ 農作物被害額の推移 

１ 野生鳥獣による農作物被害の概況 

○ 野生鳥獣による農作物被害額は、平成２１年度以降は２００億円を上回っている状況。被害のうち、全体の７
割がシカ、イノシシ、サルによるもの。特に、シカ、イノシシの被害の増加が顕著。 

○ さらに、鳥獣被害は営農意欲の減退、耕作放棄地の増加等をもたらし、被害額として数字に現れる以上に農山
漁村に深刻な影響。 

○ 鳥獣被害が深刻化している要因としては、鳥獣の生息域の拡大、狩猟による捕獲圧の低下、耕作放棄地の増加
等が考えられる。 

 ・調査を始めた平成11年度から農作物被害額は200億円前後で推移。 

 ・シカ、イノシシ、サルの被害が全体の約７割を占める。 

 ・ほぼ全県でシカ、イノシシ、サルの合計被害額が１千万円以上。 

  （うち１億円以上が３２道府県（H23年度）） 

 ・被害額の大きい都道府県は、北海道、福岡県、長野県、広島県など。 
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鳥獣被害の深刻化の要因 

生息域の拡大 

（少雪傾向も関係） 

狩猟による捕獲圧の低下 

（狩猟者の減少・高齢化） 

耕作放棄地の増加、過疎化・
高齢化等に伴う人間活動の低
下 
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駆除等経費 
（交付率８割） 

柵（防護柵、電気柵等）、罠、檻・移動箱等の購入・
設置費、これらの維持修繕費、捕獲のための餌、弾
薬等の消耗品購入費、捕獲した鳥獣の買い上げ費
や輸送・処理経費、猟友会等に駆除を依頼した場
合の経費負担分、鳥獣被害対策実施隊の活動経
費等 

広 報 費 
（ 〃 ５割） 

 大型獣との出会い頭事故等の防止のための広報
経費、鳥獣の餌となるものを捨てないように啓発す
るための広報経費等 

調査・研究費 
（ 〃 ５割） 

 有害鳥獣を効果的に駆除するための研究、生態研
究、捕獲等に関する実態調査等に要する経費 

○ 鳥獣被害防止特措法の概要 

市町村が希望する場合、都道府県か
ら被害防止のための鳥獣の捕獲許可
の権限が委譲される。 

権
限
委
譲 

特別交付税の拡充(交付率0.5→0.8)､
補助事業による支援など、必要な財
政上の措置が講じられる。 

鳥獣被害対策実施隊を設置すること

ができ(民間隊員は非常勤の公務

員)、捕獲に従事する実施隊員には狩

猟税の軽減等の措置が講じられる。 

２ 

○ 特別交付税の対象経費 

○ 被害防止計画の作成及び鳥獣被害対策実施隊
の設置状況 

※ 都道府県と協議中のものを含む 

全市町村数 
計画作成 
市町村数 

実施隊設置 
市町村数 

H20.4.15 
 
 

1,742 
 
 

(H24.10末
現在) 

 

40 0 

H21.4.30 724 33 

H22.3.31 933 58 

H23.4.30 1,128 87 

H24.4.30 
1,195 

418 

H24.10.31 521 

（注）下線部は、被害防止計画を作成していない場合の交付率は５割 

農林水産大臣が被害防止施策の基本指針を作成 

基本指針に即して、市町村が被害防止計画を作成 

  
  

被害防止計画に定める事項として、農林水産業被害だけでなく「住民の生命等に係る
被害が生じるおそれがある場合等の対処」に関する事項を新たに追加 

被害防止計画を作成した市町村に対し、必要な支援措置を実施 

財
政
支
援 

人
材
確
保 

これまでの措置 一部改正により追加された措置 

対象鳥獣の捕獲等に要する費用の補助、捕獲鳥
獣の食肉処理施設の整備充実、流通の円滑化等
を国等が講ずる旨を明記。 

市町村が必要に応じ都道府県に意見を述べるこ
とができるとともに、国等が市町村に勧告等が
できる規定を新設。 

２ 鳥獣被害防止のための法制度 
○ 鳥獣被害の深刻化・広域化を踏まえ、平成19年12月に、｢鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する

法律｣が全会一致で成立。この法律は、現場に最も近い行政機関である市町村が中心となって、様々な被害防止のための総合的な
取組を主体的に行うことに対して支援すること等を内容とするもの。  

○ また、平成24年３月には、対策の担い手の確保、捕獲の一層の推進等を図るための一部改正法が全会一致で成立。 

○ 鳥獣被害防止に取組む市町村の数は着実に増加してきており、被害防止計画作成市町村数は鳥獣被害が認められる全市町村
（約1,500）の８割程度を包含。一方、鳥獣被害対策実施隊の設置市町村は、521（被害防止計画作成市町村の約半数弱）。 

一定の要件を満たす 
① 鳥獣被害対策実施隊員 
② 平成26年12月３日までに鳥獣被害対策実

施隊員となることが見込まれる捕獲従事者 
について、当分の間、銃刀法の猟銃所持許可の
更新時等における技能講習を免除。 

※ 



３ 鳥獣被害防止のための予算措置  

○ 鳥獣被害防止特措法の主旨を受けて、地域の鳥獣被害対策の取組を総合的かつ効果的に推進するため、平成20年度に鳥獣害
防止のための事業を創設し、市町村が作成した被害防止計画に基づく地域ぐるみの総合的な取組等を支援。 

○ 捕獲、侵入防止、環境整備を組み合わせた総合対策として行うことにより高い被害防止効果が得られることから、全国各地
で本事業が活用されており、地域からの要望は引き続き多い状況。また、平成24年度からは、対策の担い手となる鳥獣被害対
策実施隊を重点的に支援。 

３ 

○鳥獣被害対策実施隊等による地域ぐるみの被害防止活動 
 

 
 

○都道府県が実施する広域捕獲活動、新技術実証活動、人材育成活動 

○鳥獣被害防止活動の地域リーダーや捕獲鳥獣の食肉利用の専門家の研修等 

【ソフト対策】 

【ハード対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鳥獣被害防止の取組に対する支援 （鳥獣被害防止総合対策交付金） 

発信機を活用した生息調査、捕獲機材の導入、鳥獣の捕獲・追い払い、 

放任果樹の除去、緩衝帯の整備、捕獲に関する専門家の育成支援 等 

【ソフト対策】１／２以内 

 ※新規地区や鳥獣被害対策実施隊等による取組は、定額 （市町村当たり原則200万円以内） 

【ハード対策】１／２以内（条件不利地域 55/100、沖縄2/3以内） 

 ※侵入防止柵の自力施工を行う場合、資材費への定額補助が可能  

補助率 

事業内容 

市町村を中心とした地域ぐるみの 

取組を総合的に支援 

【個体数調整】 

鳥獣の捕獲 

【生息環境管理】 

鳥獣のエサ場や 

隠れ場所の除去等 

【被害防除】 

侵入防止柵の設置
追い払い活動等 

【担い手の確保】 

実施隊の設置促進 

【鳥獣の利活用】 

捕獲鳥獣の食肉等 

としての利活用 ○ 予算額の推移（当初予算ベース） 

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

予算額 28 28 23 113 95 95 

（注）24年度は予備費で10億円を追加措置 

（億円） 

（25年度は概算決定額） 

○ 侵入防止柵の設置費用 

○ 捕獲鳥獣を食肉利用するための処理加工施設、焼却施設等 



個体数を抑制し、将来に渡る
被害発生を沈静化 

鳥獣被害防止緊急捕獲等対策 
【平成２４年度補正予算：１２，９３８百万円】 

【制度の仕組み】 

国 

緊急捕獲等
対策基金 

事業実施主体 

（市町村単位） 

基金 

造成 

取組支援 
 

「緊急捕獲等計画」を作成 
した市町村が対象 

【支援内容】 
○緊急捕獲活動 

○侵入防止柵の機能向上 

○ 侵入防止柵の整備後も、野生鳥獣の生息
域は絶えず変化 

○ 生息域の変化は自然条件等に影響される
ため、予測が困難 

侵入防止柵の機能向上への支援 

地域の実情に合わせてきめ細やかに
対応し、被害を防止 

① 既存の侵入防止柵の延長・かさ上げ、 
② 単一獣種対応から多獣種対応へ強化 
等の機動的な整備を支援 

補助率：定額、１／２以内、事業実施主体：地域協議会等 

○ 近年の野生鳥獣の個体数増加によって農作物被害が深刻化・広域化しており、集中的かつ効果的な対策を早急に講じることが必要 
○ このため、基金を造成し、 
 ① 集中的な捕獲活動により野生鳥獣の個体数を抑制する「緊急捕獲活動」 
 ② 既存の侵入防止柵の延長や強化など、地域の実情に合わせてきめ細やかに対応する「侵入防止柵の機能向上」 
などの集中的かつ効果的な被害対策の取組について支援 
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〈野生鳥獣の有害捕獲の状況〉 

〈農作物被害金額の推移〉 

年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

被害金額 185億円 199億円 213億円 239億円 

（暫定） 

○ 野生鳥獣の有害捕獲数は増
加傾向にあるものの、農作物
被害額は近年高止まり 

 

○ 被害の深刻化・広域化に対応
するため、捕獲活動の一層の
強化が必要 

捕獲した者への頭数に応じた
捕獲活動経費支払いや処理
費用を支援 

緊急捕獲活動への支援 

労賃、捕獲資材
費等相当分 

経費支払い 

４ 


